
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細並
びに減損損失累計額

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 62¶947¶908 4¶645¶400 0 67¶593¶308 29¶308¶363 5¶894¶419 38¶284¶945

構 築 物 10¶500¶000 0 10¶500¶000 0 0 467¶775 0

有 形 固 定 資 産
(償却費損益内） 車 両 ・ 運 搬 具 2¶851¶879 0 138¶679 2¶713¶200 819¶794 543¶218 1¶893¶406

工 具 器 具 備 品 296¶299¶670 14¶406¶735 35¶087¶728 275¶618¶677 164¶189¶670 41¶068¶623 111¶429¶007

計 372¶599¶457 19¶052¶135 45¶726¶407 345¶925¶185 194¶317¶827 47¶974¶035 151¶607¶358

建 物 3¶192¶428¶697 62¶494¶738 0 3¶254¶923¶435 721¶071¶924 137¶909¶993 2¶533¶851¶511

構 築 物 89¶066¶338 0 300¶340 88¶765¶998 39¶254¶036 5¶794¶809 49¶511¶962

有 形 固 定 資 産
(償却費損益外） 車 両 ・ 運 搬 具 864¶875 0 0 864¶875 847¶578 8¶649 17¶297

工 具 器 具 備 品 61¶799¶729 0 30¶142¶223 31¶657¶506 24¶465¶506 1¶081¶957 7¶192¶000

計 3¶344¶159¶639 62¶494¶738 30¶442¶563 3¶376¶211¶814 785¶639¶044 144¶795¶408 2¶590¶572¶770

非 償 却 資 産
土 地 3¶573¶116¶000 0 0 3¶573¶116¶000 3¶573¶116¶000

計 3¶573¶116¶000 0 0 3¶573¶116¶000 3¶573¶116¶000
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２．使用しなくなる日
労働大学校の国への移管及び土地建物の国庫納付の時期は、今後、厚生労働省と協議を進め
る中で決まっていくことになります。

３．使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額
労働大学校（当事業年度末帳簿価額：土地2¶400¶116¶000円、建物等1¶319¶258¶014円）につい

ては、事業及び土地建物の移管の時期が決定されたのちに国庫納付することとなっております
ので、回収可能サービス価額及び減損額を算出することはできません。

〔資産除去債務に関する注記〕
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの。
\ 資産除去債務の概要
当機構が保有する建物の一部にはアスベストが使用されており、アスベスト除去時に特別の処
理が義務付けられております。当機構は、当該義務の履行に要する除去費用の将来キャッシュ・
フローを合理的に見積もり、資産除去債務を計上しております。

] 資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を32年（建物耐用年限）と見積もり、割引率は2•266％（期首時点における30年

国債の利回り）を使用して、資産除去債務の金額を算定しております。
^ 当事業年度における資産除去債務の総額の増減
期首残高~ 692¶239円
有形固定資産の取得に伴う増加額 `円

時の経過による資産除去債務の調整額 15¶686円
資産除去債務の履行による減少額 `円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

期末残高 707¶925円
~ 当該事業年度より独立行政法人会計基準「第39資産除去債務に関する会計処理」を適用した
ことによる期首時点における残高であります。

〔重要な債務負担行為〕
重要な債務負担行為はございません。

〔追加情報〕
「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年12月７日閣議決定）の（別表）各独
立行政法人について講ずべき措置」において講ずべきとされた事務・事業の見直し等による主要な
業務の廃止等については、次のとおり措置することとされております。
\ 「総合的職業情報データベース（キャリアマトリックス）業務を廃止する。」（23年度から実施）
] 「労働大学校については、研修の質の維持向上を図りつつ、規模を縮減の上、国が実施する。
その際、都道府県労働局で実施可能な研修については、都道府県労働局に移管する。また、労働
行政担当職員研修（労働大学校）に係る土地建物については、労働大学校の国への移管に併せて
国庫納付する。」（23年度以降実施）

^ 「一般勘定及び雇用勘定における不要資産（政府出資金：一般勘定333¶810¶201円及び雇用勘定
2¶935¶752円）を国庫納付する。」（23年度中に実施）

〔重要な後発事象〕
重要な後発事象はございません。
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